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単位：億円

※Ｈ26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 6ヵ年計

622.9 604.7 605.4 621.0 607.2 599.2 568.0 3,605.5

183.6 177.9 179.5 179.2 175.2 176.6 176.4 1,064.8

153.4 153.1 144.2 141.0 142.2 139.6 139.0 859.1

78.2 57.7 82.2 93.9 80.9 70.6 49.8 435.1

207.7 216.0 199.5 206.9 208.9 212.4 202.8 1,246.5

610.3 604.7 606.5 623.3 609.5 604.1 573.6 3,621.7

301.1 295.5 287.8 296.5 295.7 301.4 305.4 1,782.3

人件費 104.4 105.4 99.0 104.1 98.0 99.3 97.1 602.9

扶助費 121.0 118.3 118.3 121.2 124.3 127.4 130.6 740.1

公債費 75.7 71.8 70.5 71.2 73.4 74.7 77.7 439.3

95.6 77.7 106.3 111.3 94.6 82.1 44.9 516.9

213.6 231.5 212.4 215.5 219.2 220.6 223.3 1,322.5

12.6 0.0 ▲ 1.1 ▲ 2.3 ▲ 2.3 ▲ 4.9 ▲ 5.6 ▲ 16.2

29.5 27.4 27.4 27.4 25.9 25.9 25.9 189.4
※Ｈ26年度決算見込を参考表示。（決算見込額には繰越すべき財源4.4億円を含む）

歳入   Ａ

市税

交付税

市債

区　　分

その他

（参考　臨時財政対策債発行額）

義務的経費

投資的経費

その他

歳出   Ｂ

財源不足額（Ａ-B)

今後の財政推計

○合併算定替縮減による交付税の減

⇒ 全国の合併市などと連携した国への働きかけの実施による縮減額の圧縮

☆ 取り組みの成果：全国ベースでは約7割が復元される見通し

（参考）平成25年度算定による縮減額見通し：約32億円 → 復元後：約9億8千万

○扶助費、公債費の増加

⇒ 職員数の減少により人件費は減少傾向にあるが、扶助費、公債費の増加により、義務的経費は全体として増加していく見通し。

○安全・安心なまちづくりを進めるための事業による市債残高の増

⇒ 市債残高は平成31年度にピークを迎え、以降は減少の見込み。償還に要する公債費は、平成31年度までの大型建設事業の影響により、

平成32年度以降にピークを迎える。

見通しについて

○　昨年度に引き続き、新市建設計画期間の平成32年度までの6年間を推計した。



これまでの行財政改革の取組
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合併特例債
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市債残高の推移

職員数及び人件費の推移

H17⇒H26で128.6億

円の市債残高圧縮

・市債借入の抑制による公債費の削減

・建設事業の抑制による投資的経費の削減

・給与費カットによる削減（H21～H23、H25）

・事務事業の見直し等による職員数の適正配置 等々

これまでの行財政改革の取組内容

○市債残高の圧縮
○財政指標の着実な改善

○人件費の削減
○基金残高の増加

取組の成果

※ 平成25年度は給与カットを行ったため大きく減少している。

-　２　-



-　３　-

200.0

220.0

240.0

260.0

280.0

300.0

26 27 28 29 30 31 32

301.1
295.5

287.8
296.5 295.7

301.4 305.4億円

年度

義務的経費の推移

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

26 27 28 29 30 31 32

256.7 270.8 283.2 293.8 301.7 308.0 312.6 

179.9 189.1 
229.0 

280.0 314.5 333.7 326.8 

254.8 226.5 
194.1 

163.2 
136.5 115.1 97.6 

691.4 686.4 706.3 737.0 752.7 756.8 737.0 
億円

年度

市債残高の推移
その他の市債

合併特例債

臨時財政対策債

安定した財政運営を行うために

・人件費については、引き続き職員数の適正化に努め、公債費につい

ては、起債額の抑制を図り、義務的経費総額の抑制に努めます。

・引き続き事務事業の見直しを図り、経費の節減に努めます。

・行政サービスと受益者負担のあり方を見直し、使用料の改定など歳

入確保に努めます。

今後の取組

①経常的経費の見直しと歳入確保

②公共事業の見直しや施設管理の適正化

①及び②の着実な実施や歳入に見合った予算規模と

することにより、持続可能で安定した行財政運営が可

能となる。

・固定資産台帳の整備や公共施設等総合管理計画の策定により、長

期的な視点に立った公共施設の管理に努めます。

・道路や建物整備などの公共事業について、緊急性や必要性を踏ま

え、合併特例債など有利な財源を活用するとともに、市債残高の抑制


